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研究成果の概要（和文）：本研究では，ステレオタイプが，所属する社会や友人関係のネットワークを通して伝
染し，社会の中拡大していく可能性を検討することを目的としていた。本年度は以下の2つの研究を行った。第
一に，大学生を対象として，友人ネットワークを通してステレオタイプが時間と共に共有されていくかを検討し
た。伝染の普遍性を調べるため，昨年度同様，日本とイギリスの両国において検討を行った。第二に，友人関係
を超えた他者の影響を検討するため，夫婦のステレオタイプの類似性に関する縦断調査を行った。これらのプロ
ジェクトの結果，夫婦間においても，友人間においても，ステレオタイプが時間と共に類似度を増していくこと
が明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Friends and romantic couples tend to be similar in a broad range of 
attributes (personality, age, and race). However, it is not known whether the effects of friends and
 romantic partners extend to stereotype. Using a longitudinal design, the current project examined 
whether or not one’s stereotype and attitudes become similar to those of their friends or their 
spouses over time. 
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
世界各国で，ステレオタイプ（例．イスラム教徒はテロを起こしやすい」）に基づく差別が問題となり，社会に
おける差別感情の蔓延と拡大が大きな問題になっている。こうした社会背景を踏まえると，差別感情や偏見がど
のように社会で広がっていくのかに関する研究が急務と言える。しかし，これまでの社会心理学研究では，実験
室内での他者の影響の検討に留まり，「現実の複雑な人間関係の中でステレオタイプや偏見が拡散するのか」に
関しては十分に明らかになっていない。本研究はこうした先行研究の限界にアプローチするもので，学術的に
も，社会的にもその意義は高いと考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
世界各国で，ステレオタイプ（例．イスラム教徒はテロを起こしやすい」）に基づく差別やヘイ
トスピーチが問題となり，社会における差別感情の蔓延と拡大が大きな問題になっている。こ
うした社会背景を踏まえると，差別感情や偏見がどのように社会で広がっていくのかに関する
研究が急務と言える。特定の集団に対する差別感情や偏見は，社会心理学では，主にステレオ
タイプという文脈で検討されてきた。その中で，ステレオタイプを規定する個人内要因（例．
動機づけ）だけでなく，他者との相互作用の影響に関しても明らかにされている (e.g., Amodio 
et al., 2006; Devine, 1989; Fiske, 2000; Dasgupta & Greenwald, 2001; Kashima et al., 2015; 
Greenberg & Pyszczynski, 1985; Tadmor et al., 2012)。しかし，これらの先行研究のほとんど
が，実験室内での二者間の相互作用の検討に限定されており，「現実の複雑な人間関係の中でス
テレオタイプや偏見が拡散するのか」というステレオタイプや偏見の伝染 (contagion) に関し
ては明らかにされていない。 
 
２．研究の目的 
本研究では，ステレオタイプが，所属する社会や家族関係，友人関係のネットワークを通して
伝染し，拡大していく可能性を実証的に検討することを目的とした。具体的には，人と人との
ネットワークの中で，ステレオタイプがどのように伝染するかを，縦断的調査研究を用いて明
らかにすることを目指した。 
 
３．研究の方法 
夫婦や友人の親密さに関する指標と共に，ステレオタイプの類似度を縦断的に測定し，ステレ
オタイプが友人や夫婦間で類似していくのか否かについて検討した。 
 
４．研究成果 
 
研究１では 90 名の大学生を対象に，
ムスリムへの顕在的な偏見と潜在的
な偏見が友人のペアで似ているかど
うかを横断的に調べた。その結果，顕
在指標では友人同士が類似する傾向
が認められたのに対して，潜在指標で
はそうした傾向が認められなかった。
友人同士で類似するのは顕在的ステ
レオタイプのみであることから，社会
的な影響は特に表面的な態度や行動
に影響を与える可能性があることが
示唆された（表１）。 
 
ただし 1時点のみの測定では，もともとス
テレオタイプが似ているもの同士が友人
になったのか，友人同士が互いに影響を与
え合って，ステレオタイプの類似度が上が
ったのかどうかが分からない。そこで研究
2 では，友人ペアのムスリムへの偏見を縦
断調査によって測定した。その結果，ムス
リムへのステレオタイプの顕在指標にお
いて，友人の効果が認められた。具体的に
は，時間とともに友人のステレオタイプが
高くなるほど，本人のステレオタイプも高
くなるという正の相関が認められた（図
１）。このことから，ステレオタイプの友
人関係における伝染の可能性が示唆され
る。 

 
研究 1と研究 2では，友人の影響に注目
したが，友人関係とは現実の人間関係の
一部に過ぎない。そこで研究 3ではおよそ 300 組の夫婦を対象に，偏見やステレオタイプに関
する縦断研究を行った。調査では，日本人に対するステレオタイプ，韓国人に対するステレオ
タイプ，ムスリムへの偏見尺度(Turner & Crisp, 2010)，平等主義的性役割態度スケール(鈴木, 
1994)，ナショナリズム尺度(Weiss, 2003)，政治的態度(三船・横田・中木, 2013)を 1 年間隔
で測定した。その結果，1 年目にも 2 年目にも，ほぼ全てのステレオタイプや態度に関する指
標で，夫婦が類似していることが確認された。更に，ムスリムへのステレオタイプでは，時間

表 1．各指標のペア間・ペア内分散と級内相関係数 

    MSB MSW ICC 

潜在指標 D スコア 0.228 0.294 -0.127 

顕在指標 
SD 法 1.267 0.653 0.319 

感情温度計 4.269 2.500 0.261 

MSBは各指標に対するペア間の分散，MSWはペア内の分散。ICCは級

内相関係数を表す。ICC=(MSB-MSW)/(MSB+MSW)である。 

図１. 友人のステレオタイプが与える影響 



と共に夫婦の類似度が高くなることが分かり，特に妻のムスリムへの偏見が強いほど，1 年後
に夫のムスリムへの偏見が強くなることが分かった。 
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